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別紙１－２ 

防災訓練の結果の概要（個別訓練） 

１．訓練の目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画」に基づき実施する個別訓

練であり、訓練を繰り返し行うことにより、手順書等の適用性や個々の知識・対応能力の習熟を目

的としている。 

なお、２０２１年６月２５日に実施した原子力防災訓練（再訓練）は、２０２０年度原子力防災

訓練（総合訓練）において確認された原子力規制庁ＥＲＣプラント班との情報共有の問題点に対す

る改善の取り組み結果、更なる改善点の確認を目的としている。 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日

・２０２０年１２月１日（火）～ ２０２１年１１月２９日（月）：個別訓練

・２０２１年６月２５日（金）：個別訓練（再訓練）

（２）対象施設

再処理施設

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制

訓練ごとに実施責任者を定め、実施担当者が訓練を行う。

原子力防災訓練（再訓練）の実施体制については、「添付資料」の通り。

（２）評価体制

定められた手順書等に基づき、各班の対策活動が適切に実施できるかを実施責任者が評価し

た。 

原子力防災訓練（再訓練）については、再処理事業部の緊急時対策所に評価者を２名配置し、

評価者による評価チェックシートを用いた評価を実施した。また訓練終了後に訓練参加者による

訓練反省会等を通じて、要改善事項の抽出を行った。 

（３）参加人数

「添付資料」のとおり。

なお、実施責任者は訓練評価を行うため、参加人数には含めない。 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

４．１ 個別訓練 

【再処理事業部対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練

①代替電源供給対応訓練

地震発生により全交流電源が喪失した状況を想定した。 

②使用済燃料貯蔵プールへの注水対応訓練

使用済燃料貯蔵プールの冷却機能が喪失した状況を想定した。 

③冷却コイルへの注水対応訓練

安全冷却水系（崩壊熱除去）の機能が喪失した状況を想定した。 

④屋外ホース展張対応訓練

安全冷却水系（崩壊熱除去）の機能が喪失した状況を想定した。 

⑤貯蔵室の換気対応訓練

貯蔵室排風機が全台停止したことにより、ＭＯＸ貯蔵容器の温度が上昇する状況を想定し

た。 

⑥水素掃気用圧縮空気対応訓練

安全圧縮空気系に圧縮空気を供給する機能が喪失した状況を想定した。 
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⑦通信設備用発電機対応訓練

地震発生により全交流電源が喪失し、構内の通信設備への給電が停止したことにより、作業

員の情報伝達に使用する構内電話等の機能を回復または維持するための発電機の起動が必要

な状況を想定した。 

【全社対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練 

①全社対策本部運営訓練

警戒事態該当事象、原災法第１０条事象および第１５条事象が発生し、全社対策本部の設置

および事業部対策本部との情報共有等が必要となる状況を想定した。 

②ＥＲＣ対応訓練

警戒事態該当事象、原災法第１０条事象および第１５条事象が発生し、ＥＲＣ対応が必要と

なる状況を想定した。 

③原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練

原災法第１０条事象が発生し、原子力緊急事態が懸念される状況下で、原子力事業所災害対

策支援拠点施設（以下、「支援拠点」という。）への要員派遣および支援拠点の設営等が必要と

なる状況を想定した。

④オフサイトセンター設営訓練

原災法第１０条事象が発生し、原子力緊急事態が懸念される状況下で、オフサイトセンター

への要員派遣および派遣要員による初動対応等が必要となる状況を想定した。 

４．２ 個別訓練（再訓練） 

【再処理事業部対策本部、全社対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練

①原子力防災訓練（再訓練）

訓練想定は以下の通り。

・しゅん工後の再処理施設を想定し、地震、外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電機の機能

喪失等により、重大事故対応（蒸発乾固、水素爆発）を開始。

・使用済燃料プールは、非常用ディーゼル発電機が一時機能するも、その後、故障により重大

事故対応（燃料損傷）開始。

・重大事故対策（蒸発乾固、水素爆発）は、一旦成功するが、余震により一部建屋で重大事故

対策（蒸発乾固）に不具合が発生。復旧作業難航ため、一部貯槽の温度上昇し、蒸発乾固の

恐れ（ＡＬ２９）、蒸発乾固の発生（ＧＥ２９）に至る。

・別の余震より、使用済燃料プールの亀裂により大規模な漏えい発生。プール水位低下により

燃料頭頂部上２ｍの水位（ＳＥ３０）まで低下。

・重大事故対策の復旧等により、貯槽温度低下、プール水位回復を確認。

５．防災訓練の項目 

個別訓練（その他必要と認める訓練） 

６．訓練結果の概要 

各個別訓練の結果の概要は「添付資料」に記載のとおり。 

７．訓練の評価 

各個別訓練の評価結果は「添付資料」に記載のとおり。 

８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

各個別訓練における改善点および今後に向けた改善点は「添付資料」に記載のとおり。 

〈添付資料〉 

個別訓練の概要 

以 上 
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個別訓練の概要 

【再処理事業部対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練

①代替電源供給対応訓練（実施回数：３８回、参加人数：延べ２８２名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、電源車の出動、起動、

ケーブル敷設、接続作業を実施

①統括当直長または当直長

②当直員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

②使用済燃料貯蔵プールへの注水対応訓練（実施回数：４回、参加人数：延べ１６名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、使用資機材の配置場所

の確認、消防ホース敷設作業を実施

①燃料管理課長

②燃料管理課員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

③冷却コイルへの注水対応訓練（実施回数：１４回、参加人数：延べ６５名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、消防ホース敷設、接続

作業を実施

①統括当直長または当直長

②当直員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 
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④屋外ホース展張対応訓練（実施回数：３回、参加人数：延べ２７名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・水供給用消防ポンプの運搬操作、屋外ホ

ースの展張および接続作業を実施

①防災業務課長

②運転部員、廃棄物管理課員、

ユーティリティー施設課

員、安全ユーティリティー

課員、前処理課員、燃料管

理課員、分離課員、精製課

員、脱硝課員、ガラス固化

課員、分析課員、防災施設

課員 

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

⑤貯蔵室の換気対応訓練（実施回数：９回、参加人数：延べ５３名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、ルート確保・ケーブル

敷設および送風機操作作業を実施

①統括当直長または当直長

②当直員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

⑥水素掃気用圧縮空気対応訓練（実施回数：３回、参加人数：１９６名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、コンプレッサーのホー

スの敷設、起動／停止、接続作業を実施

①統括当直長または当直長

②当直員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 
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⑦通信設備用発電機対応訓練（実施回数：６回、参加人数：延べ２０６名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・要員の現場配置、発電機の起動／停止、

ケーブル敷設、接続作業を実施

①統括当直長または当直長

②当直員

良 特になし 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

【全社対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練

①全社対策本部運営訓練（実施回数：１９回、参加人数：延べ４０６名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・全社対策本部内および事業部対策本部と

の情報共有ならびに事業部対策本部へ

の支援の実施 

・プレス文の確認、提出および模擬記者会

見の実施

①全社対策本部事務局副班長

②全社対策本部要員

良 ・本部定期ブリーフィング導入

・各機能班活動状況（ブリーフィング

資料）データベース化による情報共

有効率化 

・時系列情報システムを活用した事

業部対策本部との情報共有の実施

・社内規程類、各機能班マニュアルの

整備による活動手順の更なる明確

化 

今後も継続して訓練を行い、習熟

を図る。 
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②ＥＲＣ対応訓練（実施回数：２５回、参加人数：延べ３８９名）

③原子力事業所災害対策支援拠点設営訓練（実施回数：２回、参加人数：延べ１９名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・除染テントの設営、可搬式発電機の設置

操作および除染用高圧洗浄機の設置操

作を実施

①全社対策本部事務局副班長

②全社対策本部要員

良 特になし。 今後も継続して訓練を行い、習熟を

図る。 

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・ＥＲＣ対応に関する基本動作および情報

フローに基づく事業部のプラント状況、

事故の進展予測、事故収束対応戦略等の

情報収集を実施 

・社内模擬ＥＲＣプラント班を設置して、

ＥＲＣ備付け資料および図表類を活用

した、ＥＲＣプラント班に対する情報共

有を実施

・事業部対策本部から入手した事故・プラ

ント状況等について、を１０条確認会議

および１５条認定会議において、ＥＲＣ

プラント班に対する情報共有を実施 

①全社対策本部事務局副班長

②全社対策本部要員、ＥＲＣ

対応要員

良 ・ＥＲＣ対応者の役割分担の見直し

・ＥＲＣ対応者に必要な力量を設定

・ＥＲＣプラント班への情報発信の

優先度を設定

・発話例等を記載した説明ガイドの

整備

・ＥＲＣ対応統括者の選任およびＥ

ＲＣ対応者と対応補助者増員によ

る体制強化

（詳細は、別紙１－１「８．前回訓練

時の要改善事項への取り組み」のとお

り） 

・説明した内容を整理するための

ＥＲＣ対応ブースにおける体

制、手順を定める。

・想定される事象毎に発話すべき

内容の一覧や発話例等を説明ガ

イドに定める。

・今後も継続して訓練を行い、習

熟を図る。
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④オフサイトセンター設営訓練（実施回数：３回、参加人数：延べ２６名）

概要 
実施体制 

①実施責任者、②実施担当者
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

・オフサイトセンター派遣要員の体制、役

割の確認および当該センターに配備さ

れている設備および機器の立上げ操作

方法の確認を実施

・サーベイメータ等を利用した出入管理を

実施 

・オフサイトセンターへの要員参集、情報

共有データベースによる情報入手(プラ

ント状況、事故の進展予測など)、情報入

力および全社対策本部への連絡を実施 

①全社対策本部事務局副班長

②全社対策本部要員、オフサ

イトセンター派遣要員

良 活動内容の明確化のためオフサイ

トセンター対応マニュアルを制定。

・オフサイトセンター対応要員の現

地の体制および活動内容をさら

に具体化し、マニュアルに反映す

る。

・オフサイトセンター対応要員（即

応センターで活動するオフサイ

トセンター連絡員含む）に対して

必要な教育・訓練項目を明確化

し、定期的な教育・訓練を実施し、

習熟を図る。 
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【再処理事業部対策本部、全社対策本部】 

（１）その他必要と認める訓練

①原子力防災訓練（再訓練）（実施年月日：２０２１年６月２５日 １３：００～１６：５０、参加人数：１６０名（評価者：５名）

概要 

実施体制 

①実施責任者

②実施担当者

評価結果 
今後の原子力災害対策に 

向けた改善点 

２０２０年度原子力防災訓練(総合訓練)に

おいて確認された原子力規制庁ＥＲＣプラ

ント班との情報共有の問題点に対する改善

の取り組みとして、ＥＲＣプラント班を交

えた訓練（再訓練）を実施。

訓練項目 

（１）事業部対策本部対応訓練

緊急時対策所に参集した原子力防災管理

者および原子力防災要員より、事業部対

策本部を立ち上げ、発生事象に基づく通

報、行動規範（ガイドライン）に基づく

情報収集、ブリーフィング、目標設定会

議による共有を実施。

（２）ＥＲＣ対応訓練

全社対策本部（即応センター）および事

業部対策本部より派遣されたＥＲＣ対応

要員（以下、即応センターという）によ

り、統合原子力防災ネットワークの回線

を使用して、原子力規制庁ＥＲＣプラン

ト班に対し、事故・プラント状況、進展

予測、事故収束対応戦略、戦略の進捗状

況等について、ＣＯＰ資料等を用い、説

明を実施。

①防災業務課長

②再処理事業部対

策本部要員、全

社対策本部要員

濃縮、埋設事業

部対策本部およ

び訓練目的、検

証項目に直接関

連しない機能

班、要員につい

ては訓練事務局

で模擬。 

・事業部対策本部対応訓練において、事業部

対策本部は、行動規範（ガイドライン）に

基づき、各班からの報告に基づきＣＯＰ資

料を作成するとともにブリーフィングを開

催し、重大事故対策活動の確認、目標設定

会議による戦略の決定を行うことができ

た。

・ＥＲＣ対応訓練において、即応センターは

受け取った情報を判別・活用し、ＥＲＣプ

ラント班への説明を実施することができ

た。ただし、初動での現場確認の状況や対

策の実施状況について、いつ何を説明する

のかの整理、判断が不十分であったため、

内容が伝わらない場面が確認された。（改

善点①）

・ＥＲＣ対応訓練において、即応センター

は、ＣＯＰ資料を活用して、必要な情報を

ＥＲＣへ説明することができた。ただし、

ＣＯＰ資料の種類が多く、説明に使用しな

い資料が含まれていたことが確認されたた

め、ＣＯＰ資料の合理化が必要であること

が確認された（改善点②）

①ＥＲＣ対応者が、初動での現場確認の状況や

対策の実施状況について、説明事項の整理を

図り、その内容を説明ガイドとして定める。

（２０２１年１１月３０日に実施した総合訓

練において、有効性を確認。別紙１－１参

照。）

②ＣＯＰ資料については、対応が良好な電力会

社で使用されているＣＯＰ資料を参考

に、ＥＲＣへ説明を行う際に説明者が使用し

やすい情報に限定し、詳細な情報はＥＲＣ備

付資料に取り込む等、ＣＯＰ資料、ＥＲＣ備

付資料の構成を見直す。

（２０２１年１１月３０日に実施した総合訓

練において、有効性を確認。別紙１－１参

照。）
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